
2020-T-05 

会

西
済
友

関
経
同
Kansai Association of 
Corporate Executives 

【提言】

脱炭素社会に向けた変革・成長の

フロントランナーをH指せ

~2025大阪•関西ガ博を飛躍のマイルストーンに～

2021年（令和3年）4月

一般社団法人関西経済同友会

環境・エネルギー委員会





膀炭素社会に洵けた変革・成長のフロントランナーを目指せ
I.脱炭素をめぐる動き（現状認識）

~2025.大阪渥『西万簿を飛躍のマイルスト—ンに～
2021年4月

一般社団法人関西経済同友会

環境・エネルギー委員会

(1)パリ協定と各国の動向 (2)我が国の現状
✓ 地球温暖化問題に取り組む国際的な枠組として2016年にパリ協定が発効。日本を含め世界
187ヶ国が参画 (2019年10月時点）

✓ 2020年10月に2050年のカーボンニュートラルを目指す方針を表明。 2020年12月にはグリーン成長戦略を発表。
洋上風力等14の重要分野を掲げ、 2兆円の基金創設を表明

✓ 足下ではコロナ禍からの回復と環境対策の両立を目指すグリーンリカバリーがEUで提唱されたほか、
米国・中国のCO2の二大排出国も脱炭素に向けて舵を切るなど、世界的な潮流が加速

●脱炭素に向けたエネルギー政策として霞力部門においては「再エネの主力電源化」、非電力部門は「電化、

化石燃料の代替エネルギー（水素等）の導入」を主軸に設定

く主要国の脱炭素目標と予算＞
●脱炭素電源であり、エネルギーの安定供給・自給率向上に資する原子力（含小型モジュール炉）も活用

• 2050年までに気候中立達 1・2030年CO2削減目標(90 ・バイデン大統領がパリ協定
復帰を表明。 2035年の電
力脱炭素の達成、 2050年
までのCO2排出ネットゼロ

• 2030年までに排出量を減
少に転じさせ、2060年まで
にGHG排出ゼロを表明

✓ 我が国のエネルギー政策は、安全性(Safety)を大前提とし、安定供給(EnergySecurity)、経済効率性
(Economic Efficiency)、環境への適合(Environment)の達成を目指す「3E+S」が引き続き基本

成。コロナ禍を契機とした

グリーンリカバリーの提唱
年対比）を61％から68％以
上減へと引き上げ、2050年
カーボンニュートラル

✓ 東日本大震災後、化石燃料への依存度が高まり(1次エネルギーベース81.2%(2010)→85.5%(2018))、
エネルギー自給率は低位 (9.6%、OECD35ヶ国中34位）

• 7年間のEU予算で、 5,500
億ユーロをグリーンリカバリー
に、復興基金で2,775億
ユーロをグリーン分野に投入

• 2030年までに政府支出とし
て120億ポンドを予定

・クリーンエネルギー等のインフ
ラ投資に今後4年で2兆ドル
を投資することを公約

• EV,FCVに注力しており、
2020年の新エネ車の補助
金予算は約4,500億円

✓ 省エネヘの取り組み(GHG排出量： 2013→2018年で▲12%)及び再エネの導入(2011年度：10.4％→
2018年度：16.9%)は相応に進展。一方で、再エネ導入のための賦課金により産業及び国民の負担は増大

✓ 世界のCO2排出墨に占める日本の割合は3％（中国28.2%、米国14.5%、インド6.6%、ロシア4.7%)

（ 脱炭素を目指す世界の動きは不可逆的に加速 ⇒ 
II．脱炭素に向けて求められる視座

i：・「脱炭素」と「経済成長」を同時達成する強いマインドセット I 
✓ 脱炭素に向けた世界的な潮流は不可避であり、あらゆる分野に変革の波が到来。また、サプライチェーン全体の
脱炭素化を求めるグローバル企業も登場するなど、大企業のみならず全ての企業において脱炭素への対応が

求められている

✓ かかる状況下、産業界は「脱炭素」と「経済成長」を同時達成すべ 、この変化に覚悟を持って向き合い、新た
なビジネスチャンスを見出す姿勢が不可欠

✓ 2050年脱炭素はかつてないハードルの高い挑戦。従来の枠を越えた「官民一丸」での戦略的取り絹みが必要
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ― ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 

2．脱炭素に向けたイノベーションの加速と社会実装のための基盤構築 l 

日本の国益を踏まえ、国際的な枠組の中で脱炭素に取り組む必要

4．社会変容の進展と脱炭素の調和 I 
J 再エネの更なる導入については、供給の安定性、コスト、規制等の課題に対処しつつ社会全体のサステナビリ

ティ向上のためにも推進すべき

✓ 脱炭素にはデジタル技術の利活用が不可欠。変動性の高い再エネ導入が拡大する中、電力供給システムの
安定稼働に向けたデジタル技術の活用に加え、デマンドレスポンス、VPP、車載用蓄電池を最大限活用する
V2X等による需給調整の高度化・効率化を推進するべき

✓ 国民一人一人の行動変容を促すとともに、 ZEH・ZEBや高効率なコジェネの活用、都市部における創電・蓄
電•利用を統合制御する高度なエリア ・ エネルギー・マネジメン トシステムの導入、地方における木材、バイオガス
等の地域資源も活用したエネルギー地産地消型のマイクログリッド構築等により、エネルギー消費の効率性や地

域の自立性を面的に高め、自然災害へのレジリエンス向上にも資する脱炭素のまちづくりを進めるべき

✓ ESG投資など社会的意義も重視した投資の機運が高まる中で、我が国が賛同機関数で世界最多である
✓ 脱炭素に向けて、我が国が強みを有する省エネ技術の更なる高度化の重要性は不変。「従来の延長線上の し＿び竺pの取り組みも活かしてトランジション・ファイナンスを含む世界のESG投資を呼ひ込み成長につなげるべき
取り組み」は今後とも必要不可欠

✓ 加えて、脱炭素に向けて「非連続なイノベーション」の実現が求められる。水素（含サプライチェーン）や蓄電池、皿．揖訂言
ccus（含メタネーション）等のキーテクノロジーに重点的に取り組むとともに、今はまだない技術の発掘・開発に
も取り組むべき

✓ 同時に、要素技術開発のみならず、社会実装に向けて注力し、3E+Sを前提に我が国の産業競争力強化に
つなける発想が必要。その際、各産業の特質、企業規模の相違等にも留意したきめ細かな対応が必要

✓ イノベーションの社会実装・ビジネス化に際しては、供給サイドにとっては需要量が必要であり、需要サイドにとって 1 |✓ 脱炭素の潮流は不可避。企業は変化に向き合い新たなビジネスチャンスを見出す姿勢が必要
は供給の安定性と競争力ある価格設定が必要。この「ニワトリとタマゴの関係」を打破するため、初期段階での

研究開発及びエネルギーインフラ構築などには、国による強力かつ効果的な支援が必須

1 3．グローバル市場を見据えた戦略的国際連携の促進 I 
✓ 地球温暖化問題への対応には、国際的な協調体制が不可欠。米国のパリ協定復帰や我が国のカーボンニュー
トラル宣言を契機とし、政府はグローバルな脱炭素と日本の国益確保の両立のため、2021年英国開催の
COP26をはじめ、国際的なルールメイクにより一層積極的に参画すべき

✓ 脱炭素はグローバルな潮流であり、企業は国内のみならず広く海外に目を向け、戦略的な技術連携やM&Aも
検討するとともに、新技術や規格の国際標準化の動向も注視することが重要

✓ 脱炭素に向けた水素利用の拡大には新たなサプライチェーンの構築に向けた国際連携が重要
✓ 新興国、途上国に対する技術協力は、脱炭素に加え、「SDGS」と「ビジネス」双方の観点から極めて重要。
また、大企業のみならず技術力を有する我が国中堅・中小企業にとっての大きな可能性も展望すべき

②「脱炭素社会実現」に向けたイノベーションの先導役を目指せ！
✓ イノベーションの実現に向け、政府による強力かつ効果的な支援と、官民一丸となった取り組みを【行政・産業界】
✓ 企業は広く海外に目を向けるとともに、要素技術のみならず、 社会実装に向けた取り組みを【産業界・行政】
✓ 関西は、水素、蓄電池、メタネーション等の企業集積、有力大学等の知の集積を活かし、関西広域連合が旗振
り役となることで、産官学の一層の連携を促し、「脱炭素ビジネス先進地域」として存在感の発揮を

【産業界・行政・アカデミア】

•1 諏＇冨霊「、ii1|!!1111|111IIIIIIII111IIIm1渭 -罰IIIIIIIIIIIIIII|l||1 嗣I
✓ 太陽光・蓄電池技術を最大限活用するとともに、万博会場を「脱炭素のまちづくり」、「ビヨンドゼロ」、「資源循環
型社会」のショーケースとし、脱炭素社会の実現が可能であることを「実感」できる場に 【産業界・行政】

✓ 万博のテーマ「いのち輝く未来社会のデザイン」、ユニークな中堅・中小企業を含む関西の産業・地域の魅力、
「三方良し＋次世代良し」の理念と脱炭素への取り組みをハーモナイズした情報配信を【産業界・行政】

✓ 万博のレガシーとして、大阪・関西を脱炭素ビジネスのグローバルな結節点に【産業界】



参考
［ 日本の現状 ］ 「関西の技術・産業集積l

し」
（以下は例示）

日本の一次エネルギー供給構成（※1) 主要国の一次エネルギー自給率比較（2018年） （※1) 

- 11  

再エネの設備容量の推移（大規模水力は除く） （※1) 
固定買取価格制度

゜主要先進国の温室効果ガス排出量の推移（※1)

主蔓先進国の温室効果ガス排出霧の推移
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世界のエネルギー起源CO2!非出量（※2)

世界の
1 

フ泣 二酸化炭素排出量
0.9% 

／ 
（国別排出割合）

世界の排出葉合計

約328億、ン

出典）温室効果ガスインヘンIリオフィスより作成

✓ 関西には脱炭素化に向けて有望な技術を持つ企業の集積があり、イノベーションの社会実装に向けた
企業コンソーシアム、協議会の設立や実証実験が進行中

✓ 2025年大阪・関西万博に向けて、多くの関西企業から脱炭素関連の提案がなされているところ
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各グラフの出所は以下の通り
※1 :資源エネルギー庁「2020ー日本が抱えているエネルギー問題（前編）」（2020年11月18日）
※2:資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第32回会合）資料 (2020年10月13日）p.55、81

✓ HySTRA：褐炭を有効利用した水素製造、輸送・貯
蔵、利用からなるCO2 フリー水素サJ゜うイチI—ンの構築に対
し、2030年頃の商用化を目指した、技術確立と実証
に取り組む（組合員：岩谷産業、川崎重工業、シII↓
シ‘‘ャ）＼゚ ン、電源開発、丸紅、 ENEOS、川崎汽船）

✓ 神戸•関西圏水素利活用協議会：水素の社会実装
に向けた取り組みを加速させ、国の示す水素社会の実

現を目指す為、関西圏で水素関連事業に取り組む事

業者が集まり2020年9月4日設立（設立時会員、
岩谷産業（事務局／幹事）、大林組、川崎汽船、
川崎重工業、関西電力、神戸製鋼所、シI)↓ジャ）＼ ン゚、

電源開発、丸紅（事務局／幹事）、三菱）＼゚ リー、
ENEOSの 11社に加えオフ‘‘サ‘‘-)\‘‘—にて神戸市が参
画）

✓ 電池メーカーのみならず、関連部材メーカー、装置メー
カーも多く集積（近経局「INVESTJAPAN, 
INVEST KANSAI」2020年度版）

✓ 産業技術総合研究所においては電池技術の研究部
門を関西センターに設置

磁

□ ぃ――・ー

✓ 「水電解・サバティエ反応技術」と「SOEC共電解・
メタン化反応技術」によるメタネーション基礎研究。

〔NEDO公募事業の「CO2有効利用技術の先導研究
(CO2直接分解）」への大阪ガスの取り組み〕

✓ 「清掃工場から回収したCO2の資源化による炭素循
環モデルの構築実証事業」

〔環境省「CO2の資源化を通じた炭素循環社会モデ
ル構築促進事業」への日立造船の取り組み〕
二景化汝累の総硝出圭凶迂わ涸定掛出豪

再エネ水翠によりメタメヒすゑごどで移勁j}t出涅もほ霰翠化が実現でさる

再生可能エネルギー

固定排出源 移動排出源

CO2 

叫。←「：

メタン化反応 人工天然ガスとして
叫 ＋CO2→CHs+2H?。貯麟あるいはガス

← 導讐を使用する

（出所：日立造船2020年9月17日リリース資料）

「DXエネルギーマネジメント」（関西電力）、「見て、触って、感じる」涼しさの演出～自然エネの

冷蓄熱利用～」（竹中工務店）、「ネットゼロカーボンとレジリエンスを実現する地産地消VPP」
（大阪ガス）

「オールジャパンによる『オールCO2フリー電力』等の活用」（大林組）、「エネルギー最適配分とオ

フグリッド運用」 (NTTグループ）、「万博会場へのCO2フリー水素供給における水素活用の見える

化」（岩谷産業）、「浮体式洋上風力発電と浮体の多目的利用」（日立造船）

「RElOOアイランドー水素を軸に波風や新技術でエネルギー地産地消ー」（パナソニック）、

「バイオガスからのCO2フリー水素製造」（大阪ガス）、「大型水電解設備によるCO2フリー水素

製造」（住友商事）

「RE-PLASTICSTATION共創コンソーシアム」 (RE-PLASTICSTATION in EXP02025) 、

「資源循環•CO2 削減を共創する会場全体のウェイストマネジメント」 (H itz&DINS PLL提案チーム）

（出所） !EAEnergy Prices and Taxes (!EA 
データベー入）を品に臼四エネルギー庁作成

「空間伝送型無線電力伝送搭載モビリティによるちょこちょこ充電」（関西電力、 SpacePower 

Technologies) 、「海水淡水化技術で世界の水不足解決に貢献！」（東洋紡）

「環境を楽しく考える、学びの機会の提供」（吉本興業ホールディングス）、

「生きていることがエネルギー～いつでもどこでも発電できる～」（シン・エナジー）

(PLL促進会議中間報告より一部抜粋）
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はじめに

世界人口の増加、途上国の高い経済成長等を背景として、地球温暖化をはじめとした気

候変動、生態系への影響といった環境問題が深刻化している。本年度、当委員会では、

様々な環境問題の中でも地球規模で大きな影響をもたらしており、喫緊の対応が必要とな

る地球温暖化への対策、とりわけ脱炭素に向けた取り組みに焦点を当てて議論を行った。

地球温暖化に関しては、 2016年 11月発効の「パリ協定」において、産業革命前からの

世界平均気温の上昇を 2度より十分下方に抑えることや、今世紀後半の温室効果ガスの排

出と吸収の均衡の達成などが目標として掲げられている。

この目標達成に向け各国で様々な取り組みが行われる中、日本は 2020年 10月に「2050

年カーボンニュートラル」を宣言し、同年 12月には成長戦略会議が「2050年カーボンニ

ュートラルに伴うグリーン成長戦略」を発表した。

産業界においても以前より持続可能な開発目標 (SDGs)、特に環境分野への取り組みが

強く求められている。そして、関西には、かねてより環境・エネルギー分野の技術等が集

積しており、これを有機的に活用しエネルギー利用のさらなる効率化 ・高度化、イノベー

ションに挑むことは、新たな成長の道を拓くものと思われる。

以上の認識から当委員会では、地球温暖化に有効な対策やイノベーションを関西経済、

ひいては我が国全体の成長のドライバーとすることを提言する。



I.脱炭素をめぐる動き

はじめに、近時の脱炭素をめぐる動きについて整理したい。

1.カーボンニュートラルヘ向けた動き

パリ協定の締結

地球環境問題には、地球温暖化や海洋汚染等、様々な問題が存在するが、その中でも特に

地球温暖化は人々の生活に大きな影響を及ぼしているものといえる。地球の人口増加と社

会経済活動の拡大に伴い、石油や石炭などの資源が大量に使用されるようになった。そうし

た化石燃料の使用に伴う温室効果ガス排出量の増加が地球の平均気温の上昇、すなわち地

球温暖化につながり、異常気象等を引き起こしている。

こうした地球規模の問題に対処するため、これまでに国連における気候変動枠組条約や

生物多様性条約の採択（いずれも 1992年）、京都議定書の採択（1997年）、愛知目標の採択

(2010年）など、国際的な協調のもと、各国における様々な取り組みが展開されてきた。

そして、 2015年には持続可能な開発目標（SDGs)を掲げる「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」や「パリ協定」が採択された。

2016年 11月に発効したパリ協定は、国際社会全体で温暖化対策を進めていくための礎と

もいうべき条約である (2019年 10月時点の協定締約国は 187ヶ国）。世界の平均気温上昇

を産業革命前と比較して 2度より十分低く抑え、 1.5度に抑える努力を追求することを目標

としている。また、その達成のために IPCC (I ntergovernmenta I Pane I on CI i mate Change : 

気候変動に関する政府間パネル）が示す科学的根拠に基づき、なるべく早期に世界全体の温

室効果ガス排出量を実質的にゼロにすること、つまり「脱炭素化」を長期目標として定めて

いることが特筆すべき点である。日本は 2016年 11月に国会の承認を経てパリ協定の締結

を決定し、国連事務総長宛に寄託した。

なお、 IPCCが2018年に発表した「1.5度特別報告書」によれば、世界の平均気温は、産

業革命前に比べすでに約 1度上昇している。気温上昇を 2度未満に抑えるためには、 2075

年頃には脱炭素化する必要があり、努力目標である 1.5度に抑えるためには、 2050年に脱

炭素化しなければならない状況にある。

カーボンニュートラルヘの全世界的取り組み

2050年までのカーボンニュートラル（気候中立・ライフサイクル全体で見たときに、二酸

化炭素 (CO2)の排出量と吸収量とがプラスマイナスゼロの状態になること）にコミットし

ている国と地域は 123ヶ国・ 1地域である（図表 1)。これらの国における世界全体の CO叶非

出量に占める割合は、2017年実績で 23.2％である。足下ではコロナ禍からの回復と環境対策

の両立を目指すグリーンリカバリーが EUで提唱されたほか、米国・中国の C伍の二大排出

国も脱炭素に向けて舵を切るなど、世界的な潮流が加速している。

1コミットしている国のうち 2ヶ国が既にネットゼロを達成。6ヶ国が法律を制定済。EUと3ヶ国は法案提出済。11

ヶ国が政府文書に記載。
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図表 1 2050年カーボンニュートラルに賛同した国・地域
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出所：「2050年カーボンニュートラルを巡る国内外の動き (2020年 12月）」（経済産業省）
(https: //www met i. go j p/sh i ng i ka i /sankosh i n/sangyo_g i」utsu/chikyu_kankyo/ondanka_wg/pdf/002_03_00pdf) 

但し、カーボンニュートラルの達成は決して容易なものではない。国際エネルギー機関

(IEA)によれば、新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴い世界経済が停滞した結果、

2020年のエネルギー起源 C伍排出量は前年比マイナス 5.8％となったが、パリ協定が掲げる

1. 5度目標を達成するためには、今後 10年間で年率 7.6%、すなわち 2020年以上の削減を

毎年追加的に行っていく必要があり、その困難さが改めて認識されたといえよう。

2.カーボンニュートラルに向けた世界の動向2

脱炭素へ向けた世界各国の最新動向をまとめる。

(1) EU 

EUは、 2020年 3月に国連にパリ協定長期戦略を提出し、「2050年までに気候中立

(C| imate Neutral ity)達成」を目指すことを表明している。具体的には CO2排出量を

2030年に少なくとも 55％削減（1990年比）することを目指すとしている。また、財政面

では、コロナ禍からの復興に向けて金融市場から 7,500億ユーロ（約 96兆円）を調達す

る「次世代 EU(Next Generation EU)」と題した包括的復興プランにおいて、 2,775億ユー

ロ（約 35兆円）をグリーン分野に投入するとしている。

また、今後 10年間で官民で少なくとも 1兆ユーロ（約 128兆円）の資金を導入する計

画である「欧州グリーンディール投資計画」を公表している。

加盟各国も具体的な計画を打ち出しており、ドイツは 500億ユーロ（約 6兆円）の先端

技術支援による景気剌激策のうち、それぞれ次の分野に充てることを表明している。なお、

大半の予算は 2年で執行見込みである。

水素関連技術： 70億ユーロ（約 0.9兆円）

充電インフラ： 25億ユーロ（約 0.3兆円）

グリーン技術開発（エネルギーシステム、自動車、水素） ：93億ユーロ（約 1.2兆円）

また、 2030年までにガソリン車、ディーゼル車、 PHV(PI ug-in Hybrid Veh i c I e :プラグ

2経済産業省産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会地球温暖化対策検討WG合同会合 (2020年 12月16

日）資料及び各種報道等より
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インハイブリッド自動車）の新車販売を禁止するとしている。

フランスは 2年間でクリーンエネルギーやインフラ等のエコロジ一対策として総事業

費 300億ユーロ （約3.8兆円）のうちそれぞれ次の分野に充てることを表明している。

クリーン技術開発（水素、バイオ、航空等）：85. 8億ユーロ （約 1.1兆円）

建築のエネルギー利用向上（公共建築、社宅等の断熱工事促進等）：67億ユーロ

（約 0.9兆円）

また、2040年までにガソリン車、ディーゼル車の新車販売を禁止するとしている (PHV

は取り扱い非公表）。

(2) 英国

英国は、中期目標として 2030年までに温室効果ガスを少なくとも 68％減 （1990年比

3)、そして長期目標として 2050年カーボンニュートラルを掲げている。なお、この長期

目標は気候変動法 (2019年 6月改正） 4の中でも規定されている。

2030年までに政府支出として 120億ポンド（約1.8兆円）を予定しており 、これによ

り誘発される民間投資が 420億ポンド （約 6.2兆円）、それに伴う雇用創出は 25万人、

CO2削減効果が累積で1.8億トン (2023年～2032年）と見込まれている。

加えて、ガソリン車やディーゼル車について、2030年までに新車の販売を禁止し（ハ

イブリッド車は 2035年）、 電気自動車への移行を図るとしている。

(3) 米国

オバマ前々大統領はパリ協定発効へ向けて中国やインドに批准を働きかけるなど、積

極的な取り組みを進めていたが、 2019年 11月にトランプ前大統領がパリ協定脱退を決定

し、同月に効力が発生していた。

一方、 2021年 1月に就任したバイデン大統領は、 2035年の電力脱炭素の達成 (100％ク

リーン電源）や 2050年までの CO2排出ネットゼロ、クリーンエネルギー等のインフラ投

資に 4年間で 2兆ドル（約 212兆円）を投資する計画を発表している。また、就任早々に

パリ協定に復帰する大統領令に署名するなど、今後脱炭素へ向けた取り組みを本格化さ

せるものとみられる。

(4) 中国

習近平主席は 2020年9月の国連総会一般討論のビデオ演説で 2030年までに CO叶非出量

を削減に転じさせることと、2060年カーボンニュートラルを目指すことを表明した。ま

た、2020年 12月に開催された気候野心サミット 2020において、 2030年までに GDP当た

りC的排出量を2005年比65％以上削減することも示している。

具体的には、EVやFCV(Fue I Ce 11 Veh i c I e :燃料電池自動車）等の脱炭素技術の産業

育成に注力しており 、2020年の新エネ車の補助金予算は約 4,500億円であった。また、

3 2013年比▲552％相当

4 2008年に制定された気候変動法 (ClimateChange Act)は経済大国で初めて「2050年の温室効果ガス排出量 1990年
比 80％減」を法的拘束力ある目標として設定 したものである。
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2015年5月に発表された産業政策である「中国製造2025りでは、 9つの重点戦略と 10の

重点分野を発表しているが、「グリーン製造の全面的推進」が重点戦略に、「省エネ ・新エ

ネルギー自動車」や「電力設備」が重点分野に含まれている。

加えて、同国は世界最大の自動車市場であるが、 2035年をめどにガソリン車を廃止し、

新車をハイブリッド車・電気自動車などの新エネルギー車にするという工程表を政府主

導の下まとめており、国家戦略として電気自動車の普及に力を入れている。

以上のように、それぞれに分野や投資の規模等は異なるものの、世界の主要各国におい

て脱炭素に向けた具体的な取り組みが進みつつあり、この潮流はグローバルかつ、不可逆

的なものであるといえる。

3.我が国の現状

従来、日本政府は温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするタイミングを今世紀後半

のできるだけ早期とし、具体的な年限を示していなかったが、 2020年10月に菅首相が2050

年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち 2050年カーボンニュート

ラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言した。加えて、同年 12月には「経済と環境の

好循環」を作っていく産業政策として「グリーン成長戦略」を発表、洋上風力等 14の重要

分野6を掲げ、 2兆円の基金創設を表明するなど取り組みを加速させる方針である。

グリーン成長戦略の概要7

2050年カーボンニュートラルヘの実現イメージは次の通りである（図表 2)。今後、エネ

ルギー基本計画の改定へ向けて、下記に限定せず、さらに複数のシナリオ分析を行うことと

している。

► 成長分野における重点技術等において、 ①研究開発、②実証、③導入拡大、 ④自律商

用までの各フェーズにおいて国際競争力を強化しつつ、自律的な市場拡大につなげ

るための具体策を提示

► 電力需要は産業・運輸・家庭部門の電化によって現状より 30~50％増加

► 再生可能エネルギー（再エネ）の最大限の導入を図るが、調整カ・送電容量・慣性カ

の確保、コ ス ト低減などの様々な課題に直面することが想定され、全ての電力需要を

100％再エネで賄うことは困難と考えることが現実的

► 2050年には発電量の50~60％を再エネで賄うことを一つの参考値として今後議論

► 確立した脱炭素技術である原子力は可能な限り 依存度を低減しつつ、次世代炉の開

発等により更なる安全性向上を図り、引き続き活用

► 社会実装が順調に進むことを前提として、 水素・アンモニア発電 1 0％程度、 原子力 • CO2 回

収前提の火力発電30~40％程度を参考値とする

5製造業の高度化を目指す戦略で、建国 100年を迎える 2049年に「世界の製造強国の先頭グループ入り」を目指す長期
戦略の根幹となるもの。

的羊上風力、燃料アンモニア、水素、原子力、 自動車・蓄電池、半導体・情報通信、船舶、物流・人流 ・土木イ ンフ

ラ、食料 ・農林水産、航空機、カーボンリ サイ クル、 住宅・建築物／次世代型太陽光、資源循環関連、ライフスタ イル

の 14分野の産業

7成長戦略会議「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 (2020年 12月25日）
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図表 2 カーボンニュートラルヘの転換イメージ

2018年

10.6億トン

2030年ミックス

9.3偲トン（• 25%)

2050年

排出＋吸収で実笛0トン
(.lo.100%) 

（今後磁孟を深めていくための黍考伯．今後．

以fに限定せず複数のシがJオ分析を行う）

,
1
1
：
ー
i
[
か
9

9

E

]

4
`
 

艮
• `—鼻

民主1.1置トン
0.9ほトン

産業
産3.0値トン
3.3露トン

遍綸 選
2.0値トン

`‘ -► 
1.5偲トン

‘̀  ̀
` .. 

ー、
ヽ 汰 ： 1 、I 水全、メタネーション、合成燃料、パイオマス ： 
る§ I 

＼ 疇....----7!;I.=さ----
“ 

=30~50％増

4.5偏トン
3.6億トン

CO2回収再利用

► 多----::----1の皐大限活用
I ! 脱炭素雷悶 i l 
§ : I 
I―: 「1ーム 9 : ら?( § 

I9: •`,t-/ § 1 
忍 '¥:よ')', § ： ＼マ，心•文，（ ._h且t ,'i y :I 

‘‘、‘‘:し:̀ 999 T ? • , r :I 
..～埒啜～巡吟巡巡-- - • 滋母匹螂く 一
r---T『広――-----11 

L----DAC⇔吐----r
※数伍は認J日ギ→起源CO2

出所：「2050年カーボンニュート ラルに伴うグリ ーン成長戦略（2020年 12月25日）」（経済産業省）
(bt_tpsj/www met i _ go j p/press/2020/l 2/20201225012/20201225012. htm I) 

我が国のエネルギー政策は、化石資源に乏しい国情等を踏まえ、安全性 (Safety)を大前

提としながら、エネルギーの安定供給 (Energysecurity)、環境への適合 (Environment)、

経済効率性の向上 (EconomicEfficiency)の達成を目指す「3E+S」が基本に据えられ

ている。

このうちエネルギー自給率については、化石資源に恵まれないことに加えて、東日本大震

災後の原発稼働停止も相侯って、一次エネルギーベースで 11.8％と OECD35ヶ国中 2番目に

低い水準である （図表 3)。

図表 3 主要国の一次エネルギー自給率比較 (2018年）
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出所：「2020一日本が抱えているエネルギー問題（前編） （2020. 11. 18）」（資源エネルギー庁）

(https / /www en echo. met i. go j p/about/ I i nksto th i ss i te/) 

一方、省エネヘの取り組みについては、温室効果ガスの排出削減実績 （図表 4)、エネル

ギー効率 （図表 5)共に世界ト ップレベルである。また、日本の再エネの導入容量は、2012

年の固定価格買取制度の導入もあり世界 6位、太陽光発電導入量は世界 3位であり、雀王・

ネヘの取り組み及び再エネの導入は世界的にも相応に進展しているところである （図表 6)。
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図表4 主要国における温室効果ガスの削減実績
105%-

主要先進国の温室効果ガス排出三の推移

カナダ＋1.2%

アメリカ -1.4%

EU -3.8% 

イタリア -4.4%

フランス “8.2%

ドイツ -8.8% 

日本 -12.0%

英国 -18.2%

ー←日本

一 イタリア
...... アメリカ
→ フランス

→←ドイツ
→←カナダ

→←イギリス
......Eu 

（出典）GreenhouseGas lnvento内 Data(UNfCCC)を基に作成

出所：「2020ー日本が抱えているエネルギー問題（前編） （2020 11 18）」（資源エネルギー庁）

(https //www enecho met | go」p/abQ_Ut/| |nksto th i sS I te/) 

図表 5 実質 GDP当たりのエネルギー消費の主要国・地域比較 (2017年）
曰本＝ 1
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出所 「エネルギー白書 2020年」（資源エネルギー庁）

(https / /www enecho met I go」p/about/wh1tepaper/2020pdf/)

図表 6 各国の再エネ導入容量及び太陽光導入容量（2018年）

各国の再エネ導入容量 (2018年実績）
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一方で、 再エネの発電コストは先進各国と比べると高 く、 同コストは賦課金として電力料

金に上乗せされるなど、国民負担の増大や産業競争力への負の影響も生じている （図表 7)。

また、2020年冬には寒波の到来により電力需要が増大する一方、悪天候により太陽光発電



量が低下するなどして需給が逼迫、大規模停電が危惧される事態となるなど、脱炭素に向け

た再エネ導入拡大の一方で、エネルギー安定供給確保の重要性が改めて認識されることと

なった。

図表 7 各国のコスト低減状況
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出所：「再生可能エネルギーの主力電源化に向 けた制度改革の必要性と課題 (2019年 9月 19日）」（資源エネルギー庁）

(htt~c;omm ittee/ sa i ene_shur yoku/ 001 / pdf / 001_007 pdf) p 8 

また、 2017年時点における世界のエネルギー起源の C也排出量は約 328億トンであるが、

排出量の約半数を上位 3ヶ国（中国 28.2%、米国 14.5％及びインド 6.6%)で占める（図

表8)。一方、日本の排出量は世界で 5番目であるものの、その割合は約 3.4％であり、世界

の脱炭素化に向けては、日本だけの努力には限界があることも認識する必要がある。

図表 8 世界のエネルギー起源 C伽排出量（2017年）

．碑
べ―

滋咲

その他

28.6% 

オ～スtうリア

1.2% 

フラジル•
~~ 

1.3%  

メキシコ

1.4% 

2017年

世界の

加 二酸化炭素排出量
0.9% （国別排出割合）

世界の排出量合計

約328億，ツ
出・沼ぼ工ゑ，•ギーi口艤"●●

‘’̂ 』編

インドネシy

1.5%  

出典）温室効果ガスインベントリオフィスより作成

出所： 「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討 (2020年 11月17日）」（資源エネルギー庁）

(https: / /www. enecho. met i. go」/commi ttee/counc i I /bas i c_po Ii cy_subcomm i ttee/033/033_004 pdf) p 5 
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II.脱炭素に向けて求められる視座

前章では、パリ協定を中心に国内外の脱炭素化に向けた動きを整理し、脱炭素化への取り

組みが足元急速に変化・加速し、日本においても斯かる状況を踏まえて今後の展開を考える

必要があることを確認した。

本章では、脱炭素の実現に向けて踏まえるべき重要なポイントについて整理したい。

1.「脱炭素」と「経済成長」を同時達成する強いマインドセット

2018年度の日本の CO2排出量は 11.4 億トンであり、部門別では、発電•石油精製等のエネ

ルギー転換部門が最多 (4.6億トン (40.1%))である他、産業部門 (2.8億トン (25.0%))、

運輸部門 (2.0億トン (17.8%))等が続く形となっている（圏表9)。2050年の脱炭素に向

けては、再エネの最大限の導入を進めていくことに加えて、あらゆる分野において抜本的な

対策が求められる。

図表 9 日本の部門別 CO叶非出量 (2018)

/——‘̀  
非エネルギー起五02 その他
¥ 7% />,  0.3偲
‘ヽ~---9  

工業ズ］セス
0.4億t

運輸部門
2.0億t

エネルギー起源CO2

•Iネルギー転換
家庭部門

その他

鑓産業部門

運輸部門

業務部門

工業プロセス

（出所） GIO「臼本の渇室効果ガス排出呈データ」よ”"安

出所：「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討 (2020年 11月 17日）」（資源エネルギー庁）

(https://www enecho. meti. go jp/committee/counci 1/basic_pol icy_subcommittee/033/033_004 pdf) p 5 

例えば、産業部門の C伍排出量の 4割超を占める鉄鋼業においては、日本鉄鋼連盟は、水

素製鉄法の実用化等を通じて製鉄工程で排出される温室効果ガスを 2050年に実質ゼロにす

ることを目指すと表明している。また、運輸部門においては政府が2035年に国内の新車販

売を全て電動化する方針を打ち出すなど車載用蓄電池のさらなる効率化・低価格化に加え、

バイオ燃料、水素燃料の活用など大きなビジネスモデルの転換が求められる。

また、業務・家庭部門では、住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化 (ZEB、ZEH)や

電化、蓄電池活用が期待されており、このように電化が進むことで、電力需要が増加するこ

とが見込まれるため、一層の省エネ促進を図っていくことも重要である。つまり脱炭素に向

けては「電源の非炭素化」 x「需要面の電化・効率化」が求められる。
以上のようにエネルギー分野、あるいは他の各種産業界において様々な「ゲームチェンジ」

，
 



が起こっているが、これらの変化は決して大企業だけの問題ではない。例えば、下函 （図表

10)のようにサプライチェーン全体での脱炭素化を志向し、原材料や輸送・配送を行う企業

にも脱炭素化を求める「脱炭素サークル」を構築するグローバル企業 (Apple社、ウォルマ

ート社等）も登場するなど、脱炭素への対応は大企業のみならず全ての企業において求めら

れるものである。

図表 10:サプライチェーン全体での脱炭素化の動き

上流

Scope3 

は璽 ⑦通勁．． 
④輸送配送

＊その他： ②資本財RScopel,2に含甜杖几＼
燃料及びIネルギー関連活動⑤廃棄
窃、⑥出張、⑧リース資産

命
①原材料

自社

Scope2 

己燃料の燃焼 疇電気研野月
下流

Scope3 

ム ---
‘’‘ ⑪製品の使用 ⑫製品の廃棄

＊疇： R輸送・配送、⑭製品の加工、⑰リース
資産、⑭フラ‘グャイズ．＠投資

0の数字は文河氾3のカテゴ）

出所：岸雅明「脱炭素社会に向けた潮流と企業・地域の価値向上について」中部地方環境事務所第 19回地球温暖
化に関する中部カンファレンス (2020年12月9日）

但し、脱炭素への取り組みは、ただ単にコスト増加を許容するだけでは、持続的な取り組

みにはなり得ない。企業には、脱炭素に対しビジネスとして主体的に取り組み、「脱炭素」

と「経済成長」の両立を目指すことが求められる。2050年カーボンニュートラルはかつて

ないハードルの高い挑戦であることに疑問の余地はないが、世界の不可逆的流れになって

いるこの課題から我が国が目を背けることは最早できない。この困難な目標を達成するた

め、民間企業はこの変化に覚悟を持って向き合い、新たなビジネスチャンスを見出す姿勢

が不可欠であるとともに、政府はそうした企業の取り組みを全力で応援するという、従来の

枠を超えた「官民一丸」での戦略的取り組みが必要である。

2.脱炭素に向けたイノベーション加速と社会実装のための基盤構築

2050年カーボンニュートラルヘの道筋は、「低炭素社会」を経て「脱炭素社会」へと段階

的に進んでいく 。その過程では日本が長年培ってきた省エネ技術のさらなる高度化をはじ

めとして、従来の延長線上の取り組みにより脱炭素に向けて着実に歩みを進めることは今

後とも不可欠である。但し、それだけでは脱炭素という高い目標の達成には不十分であり、

「非連続なイノベーション」が不可欠である。そのためのキーテクノロジーとして、水素、

蓄電池やネガティブエミッション技術である CCUS（含メタネーションり、DAC(Direct Air 

Capture :直接空気回収）あるいはアンモニアの活用などに重点的に取り組むとともに、今

はまだない技術の発掘・開発にも取り組み、 2050年脱炭素を実現することが求められてい

る。

キーテクノロジーのひとつである水素エネルギーは、利用段階では CO2を排出しないため、

8水素と CO2から天然ガスの主成分である メタンを合成する技術。
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発電・産業 （水素還元製鉄）・ 運輸 （燃料電池トラ ック）など幅広く利活用することで、脱

炭素への取り組みを進めるべきである （図表 11)。

図表 11 水素社会の実現に向けた取組

製遣 綸送●供給（サプライチェーン） 利用

，一＾
水素ステーションの

l m這
] -・  畔軍呻闘攀守の導A支援

I 

一
］ 。亭€燃N料：の導入支援

ムニー.-
水饗発電の検討

置累プロセスでの水竃利用・技犠開輿

出所 ：「日本のエネルギー2020(2021年 2月）」（資源エネルギー庁）
(https //www enecho. meti. go jp/about/pamphlet/pdf/energy_in_japan2020. pdf) 

また、気候による発電量の変動性の高い再エネの導入拡大を進める上では、蓄電池も不可

欠な技術であり 、家庭用、産業用のみならずEV用蓄電池も含め、大幅なコ ス トダウン、小

型化・大容量化が求められる。余剰電力を水素に変えて貯蔵する Power-to-Gas技術にも注

目すべきである。

しかしながら、今後さらなる再エネの導入を促進し、かつ電化を進めたとしても CO2の排

出をゼロにすることは難しい。そこで、排出される C伍を回収し再利用する技術や回収 した

CO2を地下に貯留する技術である CCUSや大気中の CO2を直接収集するDACなどのネガティブ

エミ ッシ ョン技術の開発も求められる （図表 12)。

図表 12 カーボンリサイクル、 CCUS(C恥の再利用）

こ

三出所：「日本のエネルギー2020(2021年 2月）」（資源エネルギー庁）

(https: / /www enecho. met i. go j p/ about/pamph I et/pdf / energy_i_U_illliln2_Q2Q Qdf) 

以上に限ることなく 次世代太陽電池（ペロブスカイト太陽電池、多接合太陽電池等）やバ

イオガス ・バイオマス利用、洋上風力発電、小型モジュール炉を含む原子力分野など多くの
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脱炭素関連でのイノベーションを同時並行的に模索すべきである。

同時に、要素技術の開発のみならず、社会実装にも注力し、我が国エネルギー政策の基本

方針である 3E+Sを前提に、産業競争力の強化につなげる発想が必要である。なお、脱炭

素への取り組みは、大企業のみならず全ての企業において求められることは既述の通りだ

が、企業体力が相対的に劣る中堅・中小企業に対する政策的配慮など、産業の特質や企業規

模に応じた政府によるきめ細やかな対応も必要である。

こうした技術の開発、実証と、実装に向けた低コスト化には、多角的な取り組みが不可欠

であり、産官学がそれぞれの強みを活かして連携することに加え、国が長期的な政策や技術

開発の道筋を可能な限り明確に示すことにより、民間企業の投資予見性を高めるべきであ

る。また、イノベーションの社会実装・ビジネス化に際しては、供給サイドにとっては需要

量が必要であり需要サイドにとっては供給の安定性と競争力ある価格設定が必要である。

この「ニワトリとタマゴの関係」を打破するため、初期段階での研究開発及びエネルギーイ

ンフラ構築等には、国による強力かつ効果的な支援が必須である。加えて、新技術の社会実

装にむけて障壁となる規制の緩和や、実証プロジェクトのさらなる推進も求められる。

3.グローバル市場を見据えた国際間連携の促進

地球温暖化問題への対応には国際的な協調体制が不可欠である。前述の通り、世界の CO2

排出量に占める日本の割合は 3％程度であり、我が国単独での脱炭素化への貢献は限定的で

あることから、米中といった排出大国や途上国とも足並みを揃えて推進していく必要があ

る。

米国のパリ協定への復帰や中国の 2060年カーボンニュートラルの表明により、従来EUが

主導してきた脱炭素に向けた国際的なイニシアティブの力学にも変化が起こる可能性があ

る。日本としても 2050年カーボンニュートラル宣言を契機とし、 2021年英国開催の第 26

回国連気候変動枠組み条約締約国会議 (COP26)をはじめ、国際的なルールメイクにより一

層積極的に参画し、産業競争力、国民負担、エネルギー安全保障など日本の国益を踏まえた

戦略的な対応を取ることが求められる。

一方、大企業のみならず技術力のある中堅・中小企業を含め、脱炭素を成長の機会と捉え、

海外企業との技術提携や M&Aなどの活用も積極的に検討すべきである。また、グローバル

マーケットでシェアを獲得しビジネスを展開 • 拡大するためには新技術や規格の国際標準

化の動向を注視することも重要である。

また、脱炭素に向けて注目が高まる水素については、燃料としての使用段階では CO2を排

出しないものの、現在は化石燃料から取り出す方法が主流であり、その過程では CO2が排出

されている（ブラウン水素）。脱炭素に向けては、化石燃料から水素を抽出する過程で生じ

るCO2を回収し地下に貯蔵もしくは再利用する CCUSを併用する （ブルー水素）ことや、再

エネを用いて水を電気分解して水素を取り出す（グリーン水素）ことが必要となる。再エネ

の適地に恵まれない我が国においては、海外からブルー水素もしくはグリーン水素を調達

することが必要であり、安定調達を可能とする新たなサプライチェーンの構築も重要な課

題である。

また、中堅・中小企業を含め、日本が持つ優れた脱炭素技術を今後さらなる成長が期待さ

れる東南アジアをはじめとする海外各国に展開することを通じて、日本の産業競争力の強
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化のみならず、世界の脱炭素化にも貢献することは「SDGs」と「ビジネス」双方の観点から

極めて重要である。

4.社会変容の進展と脱炭素の調和

日本では脱炭素の他にも、デジタル化、少子喬齢化、災害の激甚化など様々な社会変容が

進行している。こうした社会変容を十分念頭に置きながら脱炭素に取り組むことにより、

地球環境問題と社会課題解決の両立につなげることも可能となる。

今後さらなる再エネの導入拡大を進めるに当たっては、再エネポテンシャルの大きい地

域と大規模需要地が離れているため、さらなる投資による系統の強化が必要となる。また、

少子高齢化により、2050年までに現在の居住地域の6割以上で人口が半分以下になるなど、

地域による電力需要のばらつきの拡大が予想されており、人口減少地域では、送配電線の維

持等に係る投資の費用対効果が悪化することが懸念されている。

一方で、地域における再エネや EV等の分散型電源の普及と、それらを効率的に調整・制

御するシステムの高度化等により地域内の需給バランスを向上させることにより、送電設

備のスリム化等、合理的な電カインフラ投資を実現できる可能性がある。また、これらの取

り組みにより、系統電力の停電時にも配電系統内での地域供給が可能になるため、エネルギ

ー供給の信頼度向上といった効果も期待できる。すなわち、脱炭素の取り組みを進展させる

ことによって、副次的に日本の抱える人口減少問題や災害へのレジリエンス向上などの課

題解決の一助となる可能性がある。

デジタル化について、新型コ ロナウイルス感染症の影響もあり従来からの変化がより 一

層加速している状況にあるが、 2050年カーボンニュートラルを目指す上では、 再エネの導

入拡大とともに、 電力供給システムの安定稼働や電力の需給調整の高度化・効率化に向けた

デジタル技術の更なる活用が欠かせない。

近時導入拡大が進む太陽光や風力といった再エネは天候による発電量の変動性が大きい

ため、デジタル技術を用いた需給予測等により電力需給の同時同量を確保し、電力供給シ

ステムの安定稼働により停電を回避することは国民生活及び経済活動の根幹である。

また、デジタル技術を活用したデマンドレスポンス (DR)9やバーチャルパワープラント

(VPP) 10などによる需給調整の高度化や効率化も重要な取り組みとなる （図表 13）。 これま

でに日本では太陽光発電や燃料電池などのコージェネレーション、 蓄電池、電気自動車など、

需要家側に導入される分散型のエネルギー リソースの普及も進んできた。個々の分散型エ

ネルギー リソースは小規模だが、 デジタル技術を活用 した高度なエネルギーマネジメント

によりこれらを束ね、遠隔・＿＿統合制御することで、電力の需給バランス調整に活用すること

がより一層重要である。

，需要家側エネルギーリソースの保有者もしくは第三者が、そのエネルギーリソースを制御することで、電力需要パタ

ーンを変化させること。需要制御のパターンによって、需要を減らす「下げDR」と需要を増やす「上げDR」の二つに
区分される。需要制御の方法によって、電気料金設定により電力需要を制御するものと、電力会社やアグリゲーター等

と需要家が契約を結び、需要家が要請に応じて電力需要の抑制等をするものとの 2つに区分される。
10需要家側エネルギーリソース、電力系統に直接接続されている発電設備、蓄電設備の保有者もしくは第三者が、その

エネルギーリソースを制御することで、発電所と同等の機能を提供することである。loTを活用して分散電源（蓄電

池、 EV等）を統合的に制御 ・管理する ことにより、一つの発電所のように機能させることで系統の安定化に寄与す

る。

13 



図表 13 VPPのイメージ

電力系統の安定化
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出所：三菱電機 （株） 塚本幸辰氏講演（2020.10.21)資料より

また、脱炭素に向けて、国民一人一人の行動変容を促すことが重要であると同時に、整備

に時間と資金を要する都市インフラについては、長期的視点で展開することが必要である。

今後新規で開発されるエリアにおいて、脱炭素化を念頭におき ZEH・ZEB"や高効率なコージ

ェネレーション12の活用、電力の効率的な創電・蓄電・利用を制御するシステム運用などを

取り入れた高度なエリア・エネルギー・マネジメントを導入した「新しいまちづくり」を進

めることも重要であり、非収益投資に関する政府のサポートも引き続き実施していく必要

がある。

そうしたエリア・エネルギー・マネジメント導入の一例として、都心部の再開発プロジェ

クトである「日本橋スマートシティ」の取り組みがある。系統からの電力とコジェネレーシ

ョンシステムにより発電した電力を併用し、自ビルだけでなく周辺のビルにも電力を供給

するとともに、発電時の排熱も効率的に利用し高いエネルギー効率を実現している。また、

Alを活用した最適な運転計画の立案や ICTによる運転計画の補正など、デジタル技術の活

用による運営高度化も行っている。加えて、災害などによる停電時にも、地震に強い中圧ガ

ス管によるガス供給とガスコジェネシステムを用いた自家発電により電力供給の維持を可

能とするなど、地域のレジリエンスの向上にも貢献する取り組みである。

こうした都市の再開発における先進的なエネルギー・マネジメント・システムの導入に加

え、郊外や地方においては、太陽光、風力の他木材、バイオガス等の地域資源の活用も考え

られる。多様なエネルギーを一定規模のエリアで面的に利用する分散型エネルギーシステ

ムの構築は、大幅な省エネルギー化やエネルギーコストの低減、エネルギーの真の地産地消

11 ZEH (net Zero Energy House)、ZEB(net Zero Energy Bui Id i ng)は、「建築物における一次エネルギ
ー消費量を、建築物 ・設備の省エネ性能の向上、エネルギーの面的利用、オンサイトでの再生可能エネル

ギーの活用等により削減し、年間での一次エネルギー消費量が正味でゼロ又は概ねゼロとなる建築物」

12 コージェネレーション（熱電併給）は、天然ガス、石油、LPガス等を燃料として、エンジン、タービ

ン、燃料電池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシステム。
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につながるとともに、災害時等のエネルギーの維持・確保にも有効である（図表 14)。

図表 14:地域における需給一体的な再エネ電源の活用

各積再生可能エネルギー
1/)面的な活用

出所：「地域の系統線を活用したエネルギ一面的利用システム（地域マイクログリッド）について (2019年 12月6日）」
（資源エネルギー庁）（htt s //www enecho met| 0 /cate or /savln and new/sa|ene/communI t /d1/04 06 df) 

関西圏においては、例えば、奈良県は県土の 70％以上が森林で覆われ全国有数の林業県

であり、桜井市、吉野町等には木材団地が形成されており、木質のバイオマス資源が豊富に

存在している。こうしたバイオマス資源を関西において活用し、太陽光や風力のみならず、

地域の木材等を活用したエネルギーの地産地消型のマイクログリッドも今後導入が進むこ

とが期待される。

また、ファイナンスの観点からは、世界の ESG投資を国内企業等に呼び込み、成長につな

げることも重要である。ESGや SDGs意識の高まりや、従来の株主資本主義からマルチステ

ークホルダー資本主義へのシフトとも相侯って、投資家は投融資に際して投資先の収益性

のみならず社会的意義や、サステナビリティにも注目するようになってきている。特に ESG

への取り組みとして、近年、国内企業等は ESG関連に資金使途を制限した社債を発行してお

り、その発行額は増加傾向にある（図表 15)。

日本は「気候関連財務清報開示タスクフォース(TCFD: Task Force on CI i mate-re I ated 

Fi nanc i a I Disc I osures)」賛同機関数が 340機関と世界最多であり、そうした気候変動関連

リスク及び機会に関する情報の開示を継続することで、トランジション・ファイナンスを含

むさらなる積極的な投資を呼び込み成長につなげることが期待される（図表 16)。
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図表 15 国内企業等によるグリーンボンド／サステナビ 図表 16TCFD賛同機関数
リティボンド等の発行総額
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出所．グリーンボンド発行促進プラットフォーム「市場 出所： TCFDコンソーシアムホームページ「TCFDとは」
普及状況（国内・海外）」（2021年1月時点） （TCFD公式ホームページの情報をもとに TCFDコンソー

シアム作成）（2021年 1月 27日時点）

本章では4つの視座について整理したが、これらはそれぞれが独立しているものではな

く、様々な関係者が脱炭素に強いマインドセットを持ち、非連続なイノベーションに取り組

み続けるとともに、社会の変容と脱炭素の調和、さらには国際間連携を推進することで、脱

炭素という大きなゲームチェンジの中で、我が国、あるいは関西が、変革・成長のフロント

ランナーを目指すことができるものと考える（図表 17)。

図表 17 4つの視座によって導かれる将来の姿
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【参考】英国との意見交換会

●英国の制度面における特徴

► 法的拘束力のある法律である「気候変動法」を 2008年に制定

2050年に 1990年対比で温室効果ガス 80％削減を目指すとする、気候変動対策に関して法的拘束力

のある、経済大国の中では初めての法律（2019 年6月には改正法が可決•成立、現在は国内全ての温室効

果ガス排出量を 2050年までに実質ゼロとすることを目標として掲げる）。気候変動や科学、経済学の専門家

から構成され、政府から独立した第三者委員会である気候変動委員会(CCC)が2050年目標に向けた 5年

毎の削減目標(CarbonBudget＝炭素予算）を政府に勧告し、政府は特段の理由がない限りこれに従わねば

ならないなど CCCに大きな権限を持たせ、政府との緊張関係の下、二人三脚で政策を立案。

► クリーン成長を産業戦略の中心とする「クリーン成長戦略(CleanGrowth Strategy)」

2017年にビジネス・エネルギー・産業戦略省(BEIS)が温室効果ガス排出削減と経済成長の両立を目指

す国家戦略である「クリーン成長戦略」(CleanGrowth Strategy)を発表。同戦略では、企業や消費者への手

頃な価格でのエネルギー供給を確保しながらクリーン成長を達成することが英国の産業戦略の中心と位置づ

けられている。

► 低炭素なグリーン産業改革に向けた政策を示す「TheTen Point Plan」

ジョンソン英首相が 2020年11月に発表。①洋上風力、②水素、③原子力、④ゼロエミッション

車、⑤公共交通機関、 ⑥航空機・船舶、 ⑦一般家庭と公的施設、⑧CO2 回収•利用 ・ 貯蔵 (CCUS) 、

⑨自然環境保全、⑩グリーンファイナンスとイノベーションの 10項目に対し、総額 120億ポンドを

投じ、 25万人の雇用創出・支援を図るもの。

●当委員会では、 COP26 の議長国でもある英国と意見交換を行った。 政府 •企業団体・都市から 5

名（英国総領事セーラ・ウテン氏、 COP26アジア大洋州特使ケン・オフラハティ氏、英国産

業連盟 (CBI) 13インフラストラクチャー・エネルギ一部主任政策アドバイザータニア・クマ

ール氏、エネルギー・気候変動部主任ジェームス・ディグル氏、ブリストル市議会アレック

ス・ミシュル氏）を迎え実施。以下はそこでの意見の一部。

コロナ禍からの回復に向け、各国は大規模な経済刺激策を打ち出しており 、この機会に再エネに投資

しなければ脱炭素に向けた一世一代のチャンスを失うことになる（政府）。

産業界として、パンデミックに対応するためにグリーン・リカバリーが必要だと政府に主張している。

サイエンスが重要であり、データに基づき行動しなければならない。また、政府と産業界、産業界と

市民、市民と政府の連携が必要 (CBI)。

CBIが約 200社にインタビューをした結果、今後脱炭素に取り組むにあたっての最大の障壁は不確実

な規制であり、政府には明確な方向性の提示とビジネス環境整備を求めていく (CBI)。

ブリストル市には幅広い年代の市民 1万2000人からなる「市民の議会」と呼ばれる組織があり、市民

が気候変動について何を求めているのかを吸い上げ、より良い行動を取るにあたって、支持を得つつ

より早く行動に移せる仕組みとなっている （ブリストル市）。

意見交換会から得られた示唆として、政府や産業界の明確なコミットメント、また市民の

活動を促進するためのコミュニケーションの重要性が挙げられる。 また、 2050年カーボン

ニュートラル達成に向けたキーワードは「共通」と「協力」。共通の目標をもち、すべての

関係者が協力して達成を目指すことが重要であることを学んだ。

13 非営利団体であり、英国内及び国際的な問題に関する英国のビジネスのためのロビー活動組織。英国政府、国際的
な立法者、経済界、政策立案者と協力して、英国の企業が効果的に競争できるよう支援している。
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【参考】デンマークの取り組み （エネルギー転換と経済成長の両立）

かつては現在の日本と同様に、沿岸部にある大規模発電所での化石燃料を用いた電

力供給を行ってきたが、自国の北海油田の将来的な枯渇の懸念を抱えていたことに

加え、 1973年の石油危機を契機に経済と安全保障の問題を併せて解決していくた

め、エネルギー政策の転換を断行した。注目したのは、風力や太陽光の拡大に加え、

林業や農業から出てくる廃棄物を使ったバイオマス、都市生活から出てくる廃棄物

を使った「Wasteto Energy」といった電源の多様化である。石油や石炭に依存した

エネルギー源を多様化することでエネルギー自給率を高めるとともに、大規模な太

陽熱プラントや地域熱導管の整備も推進して熱利用の合理化も進めた。

当初の取り組みの契機に CO2削減という目的は明確にはないが、このエネルギー政

策の転換が世界屈指の脱炭素先進国への進展につながっていく 。後に世界有数の風

力発電機メーカーとなる VestasWind Systems A/Sなどの再エネ産業の発展にもつ

ながった。コペンハーゲン市は 2025年までに世界初のカーボンニュートラルの都

市を目指している。また、国としても 2050年までに化石燃料の使用をゼロにする目

標をいち早く掲げている (2011年2月24日「エネルギー戦略 2050」)。

最近完成したコペンハーゲンの清掃工場 (AmagerRessourcecenter)では、ゴミ焼

却だけでなく、電気と熱の供給も行っている。デザインコンペで選ばれた建物は、

スロープ状に造られた屋上が人エスキー場 (Copenhi||)になっているなど街の新た

なランドマークとなっており、もはやここに嫌悪施設の感はない。また、自国のゴ

ミだけでなく、ロンドンなどの他国からもゴミを有償で受け入れて稼働率を上げる

など、エネルギーの安定供給とビジネスの両立にも取り組んでいる。

一般に、再エネの導入増加に伴い電力需給のバランスや安定性の確保が難しくなる

ことが指摘されるが、デンマークはその課題をバイオマスと廃棄物をベースロード

電源に据えることによって克服している。火葬場までもが地域の電熱併給施設にな

っていることには驚かされる。

日本においても、全体を一つに見るのではなく、九州・北海道などポテンシャルが

高いエリアで再エネ導入を加速させその先にある水素産業を育てたり、都市部では

都市生活から生じる廃棄物を活用することで、変動電源である再エネの大量導入に

備えることで、結果として 日本全体の脱炭素化に一歩一歩、近づけるのではないだ

ろうか。

（三井不動産（株） 中出 博康氏講演より ）

各国の置かれた状況はそれぞれ異なり、日本においても島国であり系統連携に課題があ

ることや、電力消費地である大都市近郊では再エネの導入ポテンシャルが高くはないこと

など特有の問題はある。一方で、海外事例のようにエリアの特徴を活かし脱炭素に向けた

エネルギーのあり方をデザインしていくことが、日本全体の脱炭素につながるのではない

かと考えられる。
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m.提言
第 1章では、国内外において脱炭素化をめぐる状況は時々刻々と変化が加速しているこ

とを確認した。そのうえで、第2章では、脱炭素への視座として、 ①産業界は脱炭素と経済

成長を同時達成する強いマインドセットを持つことが必要であること、②従来の延長線上

の取り組みに加え、非連続なイノベーションの実現が不可欠であること、 ③グローバルな脱

炭素と日本の国益確保の両立のため国際的なルールメイ クヘのより積極的な参画や国際連

携が必要であること、 ④脱炭素への取り組みを社会変容と調和させ社会のサステナビリテ

ィ向上にもつなげるべきであることを確認した。

これらを踏まえ、以下の三点を提言したい。

1.成長戦略としての「2050カーボンニュートラル」を支持。

強い覚悟と戦略的な取り組みを！

くポイント ＞

① 脱炭素の潮流は不可避。企業は変化に向き合い、新たなビジネスチャンスを見出

す姿勢が必要

脱炭素の潮流は全世界的に急速に進んでおり 、不可避である。その背景には、地球環境問

題は、誰もが被害者であると同時に加害者であるという側面がある。人頚による社会経済活

動が岡を排出する ことで地球温暖化を進めるという観点から加害者である と同時に、 世界

各地で発生する、地球温暖化が一因とみられる異常気象によって多くの人が被害を受けて

いることから被害者でもあるといえる。

日本は2050年カーボンニュートラルを宣言 し、今後着実に脱炭素に向けた取り組みを進

めていかなければならない。特に世界中が新型コロナウイルスの感染拡大による景気後退

を経験し、そこからの復興において環境を重視した投資等を通じて経済を浮上させようと

する動き、すなわちグリーンリカバリーを進める中で、我が国産業界も脱炭素の潮流に対応

しなければいずれ淘汰されかねないという強い危機感と、この変革の中に新たなビジネス

チャンスを見出す強い覚悟が必要であり、変化にいち早く対応し世界をリードすることが

企業にとっての新たな成長戦略となるという認識を持つべきであることを提言したい。

2.「脱炭素社会実現」に向けたイノベーションの先導役を果たせ！

くポイント＞

① イノベーションの実現に向け、政府による強力かつ効果的な支援と、官民一丸と

なった取り組みを

② 企業は、広く海外に目を向けるとともに、要素技術開発のみならず、社会実装に

向けた取り組みを

③ 関西は、水素、蓄電池、メタネーション等の企業集積、有力大学等の知の集積を

活かし、関西広域連合が旗振り役となることで、産官学の一層の連携を促し、「脱

炭素ビジネス先進地域」として存在感の発揮を
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脱炭素の実現にむけては、日本がこれまで培ってきた省エネ技術のさらなる高度化とい

った従来の延長線上の取り組みは勿論重要であるが、加えて、「非連続なイノベーション」

の実現による飛躍が不可欠である。

国は、水素や蓄電池、 CCUS、DAC等のキーテクノロジーを中心に、長期的な政策や技術開

発の道筋を可能限り明確に示すことにより、民間企業の投資予見性を高めると共に、イノベ

ーションの社会実装・ビジネス化に向けて、「需要の増大が先か、供給の増大が先か」とい

う所謂「ニワトリとタマゴ」のジレンマを解決するため、研究開発の初期段階やエネルギー

インフラ構築に対して強力かつ効果的な支援を行うことが不可欠である。同時に、 2050年

脱炭素実現に向けた複数のシナリオを形成するため、今はまだない技術の発掘・開発への取

り組みと、それに対する支援も必要である。

企業は変革の中に新たなチャンスを見出す強い覚悟を持ち、国は政策を総動員して企業

のそうした取り組みを支援するという、従来の枠組を越えた「官民一丸」での戦略的取り組

丑があってこそ、脱炭素というかつてない高いハードルを達成することができるのである。

また、脱炭素への取り組みはグローバルな潮流であり、企業は、日本国内だけでなく、広

く世界に目を向け、海外企業との技術提携や M&Aなども活用して成長の機会を求めること

が重要である。そして、単なる要素技術開発に留まることなく、社会実装にも注力し、我が

国の産業競争力の強化につなげる発想も忘れてはならない。

関西地域には、脱炭素に向けて有望な技術を持つ企業の集積があり、イノベーションの社

会実装に向けた企業コンソーシアム、協議会の設立や実証実験が進行している。例えば、水

素技術について関西には次の 2つの組織が設立されており、取り組みが進められている。

名称 概要 関係企業

HySTRA：技術研究 褐炭を利用した水素製造、輸送 •貯蔵、 組合員：岩谷産業、川崎重工

組合 CO2フリー 利用からなる CO2フリー水素サプライ 業、シェルジャパン、電源開

水素サプライチ チェーンの構築に対し、2030年頃の商 発、丸紅、 ENEOS、川崎汽船

ェーン推進機構 用化を目指した、技術確立と実証への

取り組み

神戸•関西圏水素 水素の社会実装に向けた取り組みを加 設立時会員：岩谷産業（事務

利活用協議会： 速させ、国の示す水素社会の実現を目 局／幹事）、大林組、川崎汽

指す為、関西圏で水素関連事業に取り 船、川崎重工業、関西電力、

組む事業者が集まり 2020年 9月 4日 神戸製鋼所、シェルジャパ

設立 ン、電源開発、丸紅（事務局

／幹事）、三菱パワー、 ENEOS

オブザーバー：神戸市

HySTRAは、 2020-2021年度にかけて豪州での褐炭ガス化・水素精製 (CCSにより CO外ま回

収・貯蔵）から水素液化・液化水素貯蔵、さらに液化水素運搬船による豪州から日本への輸

送というサプライチェーン構築にかかる実証を行っている。本事業を通じて、未利用資源か

らの CO2フリーな水素製造、輸送に必要な技術の確立及びサプライチェーンの構築、さらに
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実装へとつなげることで、日本の脱炭素に向けて重要な要素であるクリーンな水素の安定

的な調達に貢献することが期待されている。さらに、こうしたサプライチェーン構築の技術

やノウハウを海外展開することで、世界における水素を活用した低炭素化を日本がリード

することも考えられる。本事業は NEDOの助成を受けているが、今後とも、官民で取り組み

を進めることが必要である。また、関西においては上記以外にも下図（図表 18)のように

多くの水素関連実証実験が行われている。

企業は、上記のようなサプライチェーンの構築等、技術開発から社会実装へ向けて、国内

外の企業等の動向を常に意識し、相互連携も念頭に置きながら、ビジネスモデル構築を進め

ることが重要である。

図表 18 関西圏内の水素関連の取組み
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出所 ：関西広域連合

(2020年 3月）

／豆江区叩涌区） ） 1 （大紐府問西四醗紅）
関西広域連合エネルギー検討会「将来における関西圏の水素サプライチェーン構想」

加えて、水素技術と並び世界的にも高い技術力を持つ蓄電池の分野において、関西には電

池メーカーのみならず、関連部材メーカー、装置メーカーも多く集積し、経済産業省所管の

産業技術総合研究所は電池技術の研究部門を関西センターに設置している。さらに、ネガテ

ィブエミッション技術の一つとして注目されるメタネーションについても、大阪ガス （株）

と産業技術総合研究所による基礎研究や、日立造船（株）による炭素循環モデルの構築実証

事業等の取り組みも行われている。

こうした技術力のある企業の集積と有力大学や研究機関等の知の集積を活かし、関西広

域連合が個々の自治体を越えたより高い視点から旗振り役となり、産官学の一層の連携を

促すことなどにより、関西が「脱炭素ビジネス先進地域」として存在感を発揮し、「脱炭素

社会実現」に向けたイノベーションの先導役を果たすべきであることを提言したい。また、

関西広域連合においては、2020年3月に「将来における関西圏の水素サプライチェーン構
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想」を発表しており、脱炭素の切り札としての水素を軸に様々な主体への連携の呼びかけを

行っている。関西広域連合の第4期広域計画 (2020年3月公表）においても「低炭素社会

づくり」を掲げているが、その後 2020年 10月の政府のカーボンニュートラル宣言を踏ま

え、今後この分野への取り組みを一層重点化する形での見直しを期待したい。

関西の大学においても下記の水素関連分野への取り組み等、脱炭素技術に関わる研究や

それに関わる人材育成がなされている。各大学においてはグローバルな最重要課題である

この分野への研究・教育の取り組みを更に強化するとともに、産官学の連携を一層深化させ

ることは、極めて有効かつ意義深いことと考える。

図表 19 水素に関連する研究を行っている大学等

大学等 所在地 研究内容

立命館大字 滋賀県草津市 燃料咤池肛］ーンの開発

滋賀県立大学 滋賀凩彦根市 高1王水素タンク用材料に向けた樹脂複合材料の開発

水素を利用し幻fワージェネレーションとエネルギーネットワーク

同志社大学 京都府京田辺市 ナノスケールシリカ層での被覆を利用した固体高分子形燃料電池用Ptカソード触媒の高耐久性化

アンモニアを燃料として用いる固体酸化物形燃料電池用高活性アノー図）開発

高圧タンクを必要としない固体水素源

京都大字 京都市西京区
アンモニアを直接燃料とした固体醍化物形燃料霜池（SOFC)による発常

多孔性材料を用いた高圧水素ガ刃貯蔵の研究

オンサイビせ水素発生システムの研究

大阪大字 大阪府吹田市
太悶光広帯域利用I叫：る水から水素を高効率で生成でさる光触媒

呵強化複合材料む羽いた水素貯蔵タンク事茎化に向けての技術開発

大阪電気通信大字 大阪府寝屋）II市 ヘテロ原子置換型炭素材料の作製とエネルギー分野への応用

大阪府立大字工業高等丙門学校 大阪府寝屋川市 PEFCの低コスHt／長寿命化に向けた研究

大阪市立大学 大阪市住吉区
太陽光エネルギーを利用した水素製造・＿酸化炭素利用技術

パイオ燃料電池1.:5図した高効率微生物触媒

水素社会に向けた［ネルギー変換・貯蔽索子の高性能化

大阪府立大字 堺市中区
光触媒を用い巳水分解によるソーラー水素生成反応に関する研究

固体高分子形燃料電池用触媒の開発

超高圧合成法を活用しf2k雹解触媒材料の開発

兵庫限立大学 兵應県姫路市
次世代水素触媒の研究開発

水電解による水素発生触媒の開発

明石工業高等再門字校 兵庫県明石市 固体高分子形燃料電池要素材料・水素貯蔵材料の知的設計

関西字院大字 兵慮県三田市 ボリタンクで運べる液体燃料から直接発霜する燃料需池

神戸大字 神戸市中央区 海洋再生可能エネルギーと水素エンジニアリングヘの展関

甲南大学 神戸市東灘区 水分解光触媒と光電極の研究

奈良先端科学技術大学院大学 奈良県生駒市 水素エネルギー利用を目指しば惇素反応メカゴムの解明

奈良工業高等専門学校 奈良県大和郡山市
固体高分子形燃料電池（PEFC)の研究
全固体アルカリ形燃料で池に関する研究

和歌山工業高等専門学校 和歌山限御坊市 リン系イオン液体の特性と大］トン伝辺性電解質としての可能性

公立鳥取四境大学 烏取凩烏取市
パイオマス（下水汚泥、パイオエタノール等）かシり水素製追システム（水素ステーション）開発

燃料電池自動車、電気自動車かジ）電力供給を含むスマートエネルギーネットワーク構染研究

徳島大学 徳島県徳島市 パラジウム膜型水素製造器の鼠産化技術

出所：関西広域連合 関西広域連合エネルギー検討会「将来における関西圏の水素サプライチェーン構想」

(2020年 3月）

3. 2025 大阪•関西万博を「脱炭素社会の絵姿」を世界に発信する場に！

くポイント ＞

①万博会場を「脱炭素のまちづくり」、「ビヨンドゼロ」、「資源循環型社会」の

ショーケースとし、脱炭素社会の実現が可能であることを「実感」できる場に

② 万博のテーマ「いのち輝く未来社会のデザイン」、ユニークな中堅・中小企業を含

む関西の産業・地域の魅力、「三方良し＋次世代良し」の理念と脱炭素化をハーモ

ナイズした情報配信の場に

③ 万博のレガシーとして、大阪•関西を脱炭素ビジネスのグローバルな結節点に

国際博覧会条約において、国際博覧会とは「公衆の教育を主たる目的とする催しであって、

文明の必要とするものに応ずるために人類が利用することのできる手段又は人類の活動の
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ー若しくは二以上の部門において達成された進歩若しくはそれらの部門における将来の展

望を示すもの」とされている。

アジアで初めて開催された 1970年日本万国博覧会（大阪万博）から半世紀超を経て開催

される 2025 大阪•関西万博は、折よく日本政府が掲げた 2050 カーボンニュートラルの下、

脱炭素に向けた動きを加速するために活用することが考えられる。

太陽光を中心に再エネを最大限活用した会場運営を目指し、そのために必要となる蓄電

池の活用に取り組むとともに、電気自動車 (EV)、燃料電池自動車 (FCV)、水素船等会場へ

の輸送手段の脱炭素化にも注力するべきである。関西を中心に、国内外の英知を結集し、万

博会場を「脱炭素のまちづくり」、「ビヨンドゼロ」、「資源循環型社会」のショーケースと

し、脱炭素社会の実現が可能であることを「実感」できる場にすることが重要である。

すでに大阪•関西万博に対しては、関西の企業を含め多くの企業から、多様な分野に対し

提案が寄せられている（図表 20)。万博会場という限られたエリアにおいて、限られた期間

だからこそ、先進的な取り組みによる未来社会の姿を実現することができる。また、関西に

は大企業のみならず技術力を有する中堅・中小企業の集積もあることから、そうした取り組

みを多様な関係者が集まって実施することで、次のイノベーションにもつながるなど、非連

続なイノベーションの出発点とすることも期待できる。

また、関西には、売り手、買い手に加え、社会に貢献できてこそいい商売だとする三方よ

しの精神が根付いていることにも着目したい。これは、脱炭素社会実現へ向けた企業の取り

組みにおいて基礎とすべき理念である。そこで、世界に発信する国際博覧会の会場を「三方

良し」に社会のサステナビリティの観点も加えた「三方良し＋次世代良し」の理念と脱炭素

をハーモナイズした情報配信の場にするべきと考える。

図表 20 2025 大阪•関西万博への提案（テーマ 2 環境・エネルギー）

エネルギー 「DXエネルギーマネジメント」（関西電力）、「見て、触って、感じる」涼

マネジメント しさの演出～自然エネの冷蓄熱利用～」（竹中工務店）、「ネットゼロカー

ボンとレジリエンスを実現する地産地消 VPP」（大阪ガス）

再エネ 「オールジャパンによる『オール CO2フリー電力』等の活用」（大林組）、

「エネルギー最適配分とオフグリッド運用」 (NTTグループ）、「万博会場

への CO2フリー水素供給における水素活用の見える化」（岩谷産業）、「浮

体式洋上風力発電と浮体の多目的利用」（日立造船）

水素エネルギー 「RE100アイランドー水素を軸に波風や新技術でエネルギー地産地消

ー」（パナソニック）、「バイオガスからの CO2フリー水素製造」（大阪ガ

ス）、「大型水電解設備による CO2フリー水素製造」（住友商事）

3R（廃棄物、 「RE-PLASTICST AT I ON共創コンソーシアム」 (RE-PLASTICSTATION in 

リサイクル） EXP02025)、「資源循環． CO2削減を共創する会場全体のウェイストマネジ

メント」 (Hitz&DINSPLL提案チーム）

環境技術 「空間伝送型無線電力伝送搭載モビリティによるちょこちょこ充電」（関

西電力、 SpacePowerTechnologies)、「海水淡水化技術で世界の水不足解

決に貢献！」（東洋紡）
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環境に関する 「環境を楽しく考える、学びの機会の提供」（吉本興業ホールディング

啓発 ス）、「生きていることがエネルギー～いつでもどこでも発電できる～」

（シン・エナジー）

出所：公益社団法人 2025年日本国際博覧会協会「PeopI e's L i v i ng Lab促進会議中間報告

いのち輝く未来社会のデザイン」 (2020年3月）より一部抜粋

なお、大阪・関西万博は、大阪湾の人工島である夢洲で行われるものであるが、ここで実

現された未来社会の姿を、打ち上げ花火で終わらせるのではなく、万博のレガシーとして、

大阪•関西を脱炭素ビジネスのグローバルな結節点にすることを提言したい。 万博会場で示

した脱炭素社会の絵姿を国内外で将来に向けて展開していくために大阪•関西がグローバ

ルな結節点となること。これこそが、「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマとする万

国博覧会のレガシーにふさわしいと考える。
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おわりに

2020年に我が国が宣言した 2050年カーボンニュートラルは、エネルギー分野のみなら

ず、あらゆる産業分野において時代を画する大きな転換点になるものと思われる。脱炭素は、

地球温暖化問題に直面する全世界が向き合い、協力し合う課題である。しかし同時に、各国

の発展段階、産業構造、エネルギー事情等は千差万別であり、各国ともに経済の安定や成長

を犠牲にして脱炭素に取り組むことは出来ないと考えられる。こうした前提の下、それぞれ

の国、企業が、国内政策の在り方を巡って、企業戦略の在り方を巡って、あるいは国際ルー

ルの議論の場で、より良い解を求めて知力を尽くし、せめぎ合う局面が、今後当面継続する

のではないかと思われる。

今回の提言は、かかる状況を直視し、脱炭素に向けて今後の我が国あるいは関西地域の

多様なステークホルダーが「堅持すべきスタンス」、「軸となる考え方、行動」を示そうと

試みたものである。エネルギーの安定供給を確保しつつ脱炭素と経済成長の両立を模索す

る道が険しいものであることは論を待たないが、 2025 年の大阪•関西万博という大きなマ

イルストーンを積極的に活かし、我が国企業、関西企業がこの道の先に明るい未来を切り

開いていくことを心から期待したい。

最後に、本提言の作成にあたって、講演会・インタビューなどを快くお引き受け下さり

貴重な知見をご提供頂いた各方面の皆様、委員会運営にご支援ご協力頂いた委員やスタッ

フの皆様に、この場をお借りして深く感謝申し上げたい。

2021年4月

一般社団法人関西経済同友会環境・エネルギー委員会

委員長清水博
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2020年度 環境・エネルギー委員会活動実績

（役職は実施当時のもの）

2020年

6月5日 会合「2020年度活動方針案の意見交換」

8月27日 講演会・会合

「日本のエネルギー・温暖化問題の現状と課題

ーコロナ後の社会変化を踏まえて一」

講師：特定非営利活動法人国際環境経済研究所 理事・主席研究員、

筑波大学客員教授竹内純子氏

10月21日 講演会・会合

12月3日

「再エネ拡大を支える電カシステムの ICTソリューション最前線」

講師： 三菱電機株式会社電力 ICTセンター電力 ICT技術部長

塚本幸辰氏

特別講演会 ・意見交換会

「気候変動対策の取組みと低炭素移行に関するビジネスチャンスについて」

講師：英国総領事館総領事セーラ・ウテン氏

COP26アジア大洋）9|‘|特使 ケン・オフラハティ 氏

英国産業連盟 (CBI)

エネルギー・気候変動部主任 ジェームス・ティグル氏

インフラストラクチャー・エネルギ一部主任政策アドバイザー

タニア・クマール 氏

ブリストル市議会企業担当 アレックス・ミンシュル氏

12月 11日 講演会・会合

「都心型自律分散エネルギー拠点の創造と先進エネルギーマネジメントに

ついて～日本橋スマートエネルギープロジェクトを題材に～」

講師： 三井不動産株式会社 ビルディング本部

環境・エネルギー事業部長 中出博康氏

2021年

1月 18日 講演会・会合

「非連続なイノベーションを活用した末来のエネルギー社会に向けて」

講師：産業技術総合研究所 ゼロエミッション国際共同研究センター

副研究センター長（総括担当） 福田敦史 氏

副研究センター長（研究担当） 羽鳥浩章 氏
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2月 12日

2月22日

3月 10日

3月26日

4月 12日

会合「提言骨子（案）について」

提言骨子（案）を常任幹事会にて審議

会合 「提言（案）について」

提言（案）を幹事会にて審議

提言「脱炭素社会に向けた変革 ・成長のフロントランナーを目指せ

2025大阪・関西万博を飛躍のマイルス トーンに～」

を記者発表
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インタビュー実施先

くスタッフによるインタビュー等＞

Fuj i sawa SST 

運営 Fujisawa SST協議会（代表幹事 パナソニック株式会社）

所在地 神奈川県藤沢市辻堂元町 6丁目 21番 1号

URL https: //fuj i sawasst. com/ JP/ 

柏の葉スマートシティ

運営 柏の葉スマートシティコンソーシアム（幹事：柏市、三井不動産株式会社、

柏の葉アーバンデザインセンター）

所在地 千葉県柏市

URL https://www.kashiwanoha-smartcity.com/ 

大阪ガス株式会社

設立 1897年4月 10日

事業内容 国内外のエネルギー事業、ライフ＆ビジネスソリューション事業

URL https: / /www osakagas. co. j p/ 

大阪府

ヒアリン 環境農林水産部エネルギー政策課 温暖化対策グループ・スマートエネルギ

グ部署 ーグループ・企画推進グループ、環境管理室環境保全課 自動車環境推進グ

ループ

URL http: //www. pref. osaka I g. j p/ defau It htm I 

28 



委員長

副委員長

” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
未—
文貝

” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
” 
委員長スタッフ
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スタッフ

” 
” 
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清水博

石川博紳

岸本照之

更家悠介

塩田達夫

堀口誠

松田憲二

宮川正

山本雅史

五十川龍之

岡田圭司

岡田雅彦

小口新平

河合宗一

北角強

久保友志郎

久米一郎

小林浩

酒井 祥三

佐藤博

多賀谷実

田ノ畑好幸

辻克之

辻村英雄

津吉学

寺田政登

中島宏

中村誠司

福田裕司

間狩泰三

安田佳子

松野孝彦

樫村直樹

柏山稜介

東野和香子

石毛立也

浦尾恭正

大木謙司

大森茂幸

小野山貴浩

貝原一弘

角宣賢

2020年度 環境・エネルギー委員会 名簿

（株）日本政策投資銀行

大阪製鐵（株）

西日本電信電話（株）

サラヤ（株）

三井物産（株）

岩谷産業（株）

ュアサM&B（株）

大阪ガス（株）

ダイキン工業（株）

新明和工業（株）

農林中央金庫

（株）エネゲート

大成建設（株）

川崎重工業（株）

（敬称略、 2021年 3月 26日現在）

常務執行役員関西支店長

取締役

常務取締役設備本部長

代表取締役社長

関西支社副支社長

取締役副社長執行役員

代表取締役会長兼社長

代表取締役副社長執行役員

執行役員

代表取締役取締役社長

関西営業部支配人

代表取締役社長

常務執行役員西日本営業本部副本部長

理事関西支社長

バイオマスパワーテクノロ ジーズ（株） 代表取締役最高経営責任者

ソーラーテック （株） 代表取締役

関西電力 （株） 総務室秘書役

（株）大林組 大阪本店建築事業部担任副事業部長

西松建設（株） 常務執行役員西日本支社長

アイフォーコムホールディングス（株） 上席執行役員

日本ベンチャーキャピタル（株） 代表取締役社長

（株）竹中工務店 常務執行役員

（株）太洋工作所 代表取締役社長

サントリーホールディングス （株） 顧問

岩谷産業（株） 取締役常務執行役員

アートコーポレーション（株）

（株）関電パワーテック

Team Energy（株）

（株）関西再資源ネットワーク

帝人（株）

（株）日立製作所

（株）日本政策投資銀行

（株）日本政策投資銀行

（株）日本政策投資銀行

（株）日本政策投資銀行

川崎重工業（株）

大阪ガス （株）

ュアサM&B（株）

帝人（株）

アートコーポレーション （株）

（株）エネゲート

関西電力（株）
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代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役

代表取締役

帝人グループ常務執行役員、帝人陳エンジリアリ ング管掌

関西支社企画部部長

関西支店部長

関西支店企画調査課課長

関西支店企画調査課副調査役

関西支店企画調査課副調査役

関西支社業務課長

秘書部経営調査室

社長室長兼管理本部担当部長

エネルギー戦略部部長

経営管理本部課長

理事営業開発部長

総務室秘書グループリーダー



スタッフ 河原典仁 Team Energy（株） 秘書

II 北坂征洋 西日本電信電話（株） 秘書室担当課長

II 國田奈津子 西日本電信電話（株） 秘書室

” 黒田聡 三井物産（株） 関西支社エネルギー第一•第二本部国内事業開発部長

II 佐原義規 岩谷産業（株） 社長室担当部長

” 清水定義 （株）関電パワーテック 経営企画室総務グループ 担当部長

II 末松隆一 サラヤ（株） 渉外室担当次長

II 武内拓 新明和工業（株） 社長付担当部長

II 田中成憲 アートコーポレーション（株） 経営企画部課長

II 坪井理史 帝人（株） エンジニアリング管理部部長

II 寺西正俊 ュアサM&B（株） 社長付執行役員

II 徳永洋治 ヤンマーエネルギーシステム（株） うめきた・夢洲まちづくり推進担当顧問

” 長束政幸 大成建設（株） 西日本営業本部プロジェクト営業部統括営業部長

II 西川佳秀 （株）日立製作所 関西支社企画部部長代理

” 濱宏行 ダイキン工業（株） CSR・地球環境センター担当課長

” 古江健太郎 西日本電信電話（株） 秘書室長

II 本家達郎 大阪ガス（株） 秘書部経営調査室室長

＂ 水上真 サントリーホールディングス（株） 大阪秘書室課長

” 宮ロ一郎 西松建設（株） 西日本支社現場工務革新センター環境リーダー

” 米村泉 （株）エネゲート 総務室アシスタントマネジャー

代表幹事スタッフ 加藤行教 伊藤忠商事（株） 調査・情報部関西開発調査室長

ff 光信博雄 伊藤忠商事（株） 調査・情報部関西開発調査室社長特命 （関西担当）付

” 高澤求尚 日本生命保険（相） 本店企画広報部部長

” 清水和樹 日本生命保険（相） 本店企画広報部課長

II 白川夏美 日本生命保険（相） 本店企画広報部

事務局 廣瀬茂夫 （一社）関西経済同友会 常任幹事事務局長

ff 吉竹良陽 （一社）関西経済同友会 顧問（事務局長補佐）

” 輿口修 （一社）関西経済同友会 企画調査部長

II 木津光明 （一社）関西経済同友会 企画調査部課長

” 東野訓子 （一社）関西経済同友会 企画調査部主任
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